申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

	 eq \o\ad(処分名,　　　　　　　　　)
	破砕業の許可

	根拠法令および条項
	使用済自動車の再資源化等に関する法律　第６７条第１項

	所管部課グループ名
	エネルギー環境部　循環社会推進課　廃棄物対策G

	審

査

基

準


	項　　　　目
	内　　　　　　　　容

	
	１　許可基準


	別添審査基準のとおり。



	
	２　提出書類
	・破砕業許可（更新）申請書（法施行規則様式第８号）

・法施行規則第６０条に列挙の書類　　別添のとおり

	
	設定年月日　　平成１７年　　月　　日設定（平成２４年１０月　１日最終変更）

	
	

	標準処理期間
	１月

	
	設定年月日　　平成１７年　　月　　日設定（平成　　年　　月　　日最終変更）


【使用済み自動車の破砕業許可の審査基準】
（許可基準）

○以下の法令の規定に適合していること。

【使用済自動車の再資源化等に関する法律】

第六十九条 　都道府県知事は、第六十七条第一項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同項の許可をしてはならない。 

一 　その事業の用に供する施設及び破砕業許可申請者の能力がその事業を的確に、かつ、継続して行うに足りるものとして主務省令で定める基準（※）に適合するものであること。 

二　破砕業許可申請者が第六十二条第一項第二号イからヌまで（※２）のいずれにも該当しないこと。 

※【使用済自動車の再資源化等に関する法律施行規則】

第六十二条 　法第六十九条第一項第一号 （法第七十条第二項 において準用する場合を含む。）の主務省令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 　施設に係る基準

【解体自動車を破砕前処理または破砕するまでの間保管する施設】

　○保管場所の周囲に囲いを設けること。囲いは、外部からの人の侵入防止、保管区域の明確化のため設置するもので、ブロック塀、金属板、ネットフェンス、トタンなどとする。木杭に有刺鉄線等を張る場合は、容易に人がくぐり抜けられない間隔とする。

○出入り口には、施錠できる門扉を設けること。（チェーンは認められない）

○切り立った崖に面している場合など、容易に他人が侵入できない部分に関する限り、必ずしも囲いを設置する必要はない。

○使用済自動車の荷重が、直接囲いにかかる場合は、荷重に対して構造耐力上安全であること。（金網フェンスやトタンフェンスは認められない）

○事業所全体が囲いで囲まれている場合は、保管場所に別の囲いを設ける必要はないが、保管場所の区域を明確にする。

　　　・保管場所の境界にカラーコーンを置く。

・ロープ等の目印となるものを地面に固定する。
・現場床面に白線等を引いて、その範囲を明確化する。

○保管の高さは、普通自動車にあっては、囲いから3ｍ以内は、２段積みまで、その内側は、３段積まで、大型車は、原則平積みとする。

○積み重ねて保管する場合は、各自動車の重心がほぼ重なるようにする。

○一日の搬出量の７日分という一般的な保管上限は適用しない

○ラック等格納施設を設ける場合には、保管する使用済自動車の荷重に対して構造耐力上安全であること。

○使用済自動車の保管にあたっては、解体自動車以外の他の廃棄物を混入しないこと。

○圧縮された解体自動車は、一般的な産業廃棄物の保管基準

　　　・囲いの下端から勾配50％以下

　　・直接負荷部分がある壁がある場合は、内側2ｍは囲いの高さより50㎝以下、その内側は勾配50％以下

○保管場所には、掲示板を設置すること。

・事業所外部からみやすい場所に設置。

・大きさは縦・横６０㎝以上

　　　・文字は黒字、下地は白地

　　　・文字は読みやすく鮮明であること

　　　・雨水等によって汚損したり、消えたりしないもの

(掲示板の記載例)


○ねずみ、蚊、はえ、その他衛生害虫により、保管場所周辺の生活環境に支障をきたさないよう、使用済自動車等に水がたまってボウフラが発生するおそれがある場合などは、必要に応じて、定期的な薬剤散布等を行うこと。

【解体自動車を破砕処理施設するための施設】

○圧縮機、せん断施設は、屋根・壁等があり、かつ、コンクリート舗装した建物内に設置すること。ただし、周辺に住宅がないなど周辺への影響が少ない場合はこの限りでない。

○重機により圧縮を行う場合は、屋根・壁等があり、かつ、床面をコンクリート舗装している作業場所で行うこと。ただし、周辺に住宅がないなど周辺への影響が少ない場合はこの限りでない。また、当該作業場所や、重機が動く範囲は、鉄筋コンクリート床面を厚くする、鉄板を敷くなどして補強し、ひび割れが起きないようにすること。
○必要に応じ、周囲に防音壁を設け、騒音が場外に漏れないようにすること。

○移動型施設の場合

　　・圧縮時や移動時に、解体自動車の破片等が飛散･流出することのない施設であること。

・床面が鉄筋コンクリート等で舗装された場所で行うこと。

ハ　解体自動車の破砕を行う場合にあっては、次のとおりであること。

（１）解体自動車の破砕を行うための施設が産業廃棄物処理施設である場合にあっては、廃棄物処理法第十五条第一項 又は第十五条の二の六第一項 の規定による許可を受けている施設であること。

（２）解体自動車の破砕を行うための施設が産業廃棄物処理施設以外の施設である場合にあっては、廃棄物が飛散し、流出し、並びに騒音及び振動によって生活環境の保全上支障が生じないように必要な措置が講じられた施設であること。

ニ　解体自動車の破砕を行う場合にあっては、自動車破砕残さを保管するための十分な容量を有する施設であって、次に掲げる要件を満たすものを有すること。

（１）汚水の地下浸透を防止するため、床面を鉄筋コンクリートで築造することその他これと同等以上の効果を有する措置が講じられていること。

（２）自動車破砕残さの保管に伴い汚水が生じ、かつ、当該汚水が事業所から流出するおそれがある場合にあっては、当該汚水による公共の水域及び地下水の汚染を防止するために十分な処理能力を有する排水処理施設及び排水溝（（３）において「排水処理施設等」という。）が設けられていること。

（３）雨水等による汚水の事業所からの流出を防止するため、屋根、覆いその他自動車破砕残さに雨水等がかからないようにするための設備を有すること。ただし、公共の水域及び地下水の汚染を防止するために十分な処理能力を有する排水処理施設等を設けることその他の措置が講じられることにより雨水等による汚水の事業所からの流出が防止できる場合は、この限りでない。

（４）自動車破砕残さが飛散又は流出することを防止するため、側壁その他の設備を有すること。

二 　破砕業許可申請者又は次条第一項に規定する変更申請者の能力に係る基準

○標準作業書記載事項（例）

１．フローチャート（処理の流れ）
２．事業場の配置図
３．解体自動車の運搬の方法
（１）自社車両による運搬
（２）廃棄物処理法の収集運搬業の許可業者への委託
４．解体自動車の保管の方法
（１）保管場所の範囲の明確化
（２）保管の方法
５．解体自動車の破砕前処理の方法
（１）圧縮の方法（プレス機の例）
（２）せん断の方法（ギロチンシャーの例）
（３）破砕前処理品の運搬先
（４）生活環境の保全上支障が生じないよう必要な措置
６．解体自動車の破砕の方法
（１）破砕の手順（プレシュレッダ＋シュレッダの場合）
７．自動車破砕残さの保管の方法
（１）保管設備の構造、使用方法等
（２）保管方法等
（３）破砕残さ以外の他の残さを混入しないための方法
８．排水処理施設の管理の方法
９．破砕業の用に供する施設の保守点検
（１）保守点検計画等
１０．火災予防上の措置
（１）危険物への対応
（２）労働安全衛生法への対応
（３）事故時（火災時）の応急対応方法
（４） 緊急通報体制
（５）従業員への周知・教育・訓練
１１．自動車破砕残さの運搬方法
（１）自社車両による運搬
（２）廃棄物処理法の収集運搬業の許可業者への委託
○作業工程の写真等を添付することにより文書による詳細な説明に代えることも可。

○実際の作業内容を踏まえて作成すること。また、作業工程の改善及び標準作業書の見直しを随時行うこと。

　○事業計画書及び収支見積書（様式３※３）を提出すること。

○使用済自動車や解体自動車を不適正に大量に保管している実態が明らかな場合は、事業計画書及び収支見積書（様式４※３）も併せて提出すること。

※３循環社会推進課のＨＰからダウンロードできます。

※２【使用済自動車の再資源化等に関する法律】

第六十二条 　都道府県知事は、第六十条第一項の許可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同項の許可をしてはならない。 

一 　（略） 

二 　解体業許可申請者が次のいずれにも該当しないこと。

イ　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの

ロ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者

ハ　この法律、廃棄物処理法 、浄化槽法 （昭和五十八年法律第四十三号）その他生活環境の保全を目的とする法令で政令で定めるもの若しくはこれらの法令に基づく処分若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号。第三十二条の二第七項を除く。）の規定に違反し、又は刑法 （明治四十年法律第四十五号）第二百四条 、第二百六条、第二百八条、第二百八条の三、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律 （大正十五年法律第六十号）の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者

ニ　第六十六条（第七十二条において読み替えて準用する場合を含む。）、廃棄物処理法第七条の四 若しくは第十四条の三の二 （廃棄物処理法第十四条の六 において読み替えて準用する場合を含む。）又は浄化槽法第四十一条第二項 の規定により許可を取り消され、その取消しの日から五年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法 （平成五年法律第八十八号）第十五条 の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員であった者で当該取消しの日から五年を経過しないものを含む。）

ホ　その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者

ヘ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号 に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者（以下この号において「暴力団員等」という。）

ト　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その役員を含む。）がイからヘまでのいずれかに該当するもの

チ　法人でその役員又は政令で定める使用人のうちにイからヘまでのいずれかに該当する者のあるもの

リ　法人で暴力団員等がその事業活動を支配するもの

ヌ　個人で政令で定める使用人のうちにイからヘまでのいずれかに該当する者のあるもの
【提出書類】

第六十条 　破砕業許可申請者は、様式第八による申請書に当該破砕業許可申請者が法第六十九条第一項第二号 に適合することを誓約する書面及び次に掲げる書類を添えて、都道府県知事に提出しなければならない。 

一 　破砕業の用に供する施設（積替え又は保管の場所を含む。）の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施設の付近の見取図（当該施設が廃棄物処理法第十五条第一項 又は第十五条の二の六第一項 の規定による許可を受けている施設である場合を除く。） 

二 　破砕業許可申請者が前号に掲げる施設の所有権を有すること（破砕業許可申請者が所有権を有しない場合には、使用する権原を有すること）を証する書類 

三 　事業計画書 

四 　収支見積書 

五 　破砕業許可申請者が個人である場合においては、住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書 

六 　破砕業許可申請者が法人である場合においては、定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

七 　破砕業許可申請者が法人である場合においては、その役員の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書 

八 　破砕業許可申請者が法人である場合において、発行済株式総数の百分の五以上の株式を有する株主又は出資の額の百分の五以上の額に相当する出資をしている者があるときは、当該株主の有する株式の数又は当該出資をしている者のなした出資の金額を記載した書類並びにこれらの者の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（これらの者が法人である場合には、登記事項証明書） 

九 　破砕業許可申請者に令第五条 に規定する使用人がある場合においては、その者の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書 

十 　破砕業許可申請者が未成年者であり、かつ、その法定代理人が個人である場合においては、その法定代理人の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書 

十一 　破砕業許可申請者が未成年者であり、かつ、その法定代理人が法人である場合においては、次に掲げる書類 

イ　定款又は寄附行為及び登記事項証明書

ロ　役員の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書
イ　みだりに人が立ち入るのを防止することができる囲いがその周囲に設けられ、かつ、範囲が明確な解体自動車を保管する場所を有すること。





使用済自動車、圧縮していない解体自動車を、屋外において保管する場合は、以下によること。


(1) 保管の高さ


イ　囲いから保管場所の側に3ｍ以内の部分：高さ3ｍまで


ロ　囲いから保管場所の側に3ｍを超える部分：高さ4.5ｍまで


ハ　格納するための施設(構造耐力上安全なものに限る)に保管する場合：使用済自動車等の搬出入に当たり、落下による危害が生ずるおそれのない高さ


(2) 保管の上限


上記高さを超えない限りにおいて保管することができる数量








名称および廃棄物の種類�
使用済自動車・解体自動車の保管場所�
�
管理者の氏名


又は名称および連絡先�
○○自動車解体㈱　　○○ ○○


電話××―××××�
�
積み上げ高さ�
最大○○ｍ�
�
保管量の上限�
最大○○台�
�






ロ　解体自動車の破砕前処理を行う場合にあっては、廃棄物が飛散し、流出し、並びに騒音及び振動によって生活環境の保全上支障が生じないように必要な措置が講じられた施設を有すること。





イ　次に掲げる事項を記載した標準作業書を常備し、従事者に周知していること。


（１）解体自動車の保管の方法


（２）解体自動車の破砕前処理を行う場合にあっては、解体自動車の破砕前処理の方法


（３）解体自動車の破砕を行う場合にあっては、解体自動車の破砕の方法


（４）排水処理施設の管理の方法（排水処理施設を設置する場合に限る。）


（５）解体自動車の破砕を行う場合にあっては、自動車破砕残さの保管の方法


（６）解体自動車の運搬の方法


（７）解体自動車の破砕を行う場合にあっては、自動車破砕残さの運搬の方法


（８）破砕業の用に供する施設の保守点検の方法


（９）火災予防上の措置





ロ　事業計画書又は収支見積書から判断して、破砕業を継続できないことが明らかでないこと。








